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Ⅰ　問題と本研究の課題

１．教育環境の変化と学校の組織化の必要性

学校を取り巻く環境が大きく変化し，教育活動の困難

性，複雑性が増すなかで，これまでの個々の教師の経験

や知識だけでは対応しきれない状況が生まれつつあるこ

とが指摘されている。佐古（2005）(1)は，学校の組織状

況に関する実証的研究において，「子どもの複雑性，問

題性が増大し，（個々の教師の）個人的な知識や経験で

の対応が困難な状況が広く認識されているにもかかわら

ず，他方では学校組織の個業化が進展している」ことを

指摘し，教師の意識と行動が組織化ではなく，個業化の

方向へ傾斜していることを指摘している。

このことは，中央教育審議会「今後の教員養成・免許

制度の在り方（答申）」（文部科学省　2006）(2)において

も「教員の間に学校は一つの組織体であるという認識が

希薄になっていることが多かったり，～中略～学びの共

同体としての学校の機能（同僚性）が十分に発揮されて

いない」状況にあることが指摘されている。

つまり，学校教育を取り巻く環境の変化のなかで，教

職員間における教育課題の共有が希薄化していること，

個別分散的取組が進行することにより，教職員の協働意

識が低下し，学校の組織力が脆弱化していることが指摘

できる(久我　2010a) (3)。

このように教育環境が変化し，教育の困難さが増すな

か，教師の「個業化傾向」のデメリットを縮減し，教師

の主体的な教育活動への取組を活性化させる学校の「組

織化」をいかに実現できるかは，喫緊の課題といえる。

本研究は，学校が抱える課題を教師間で共有し，組織

的な対応を可能にする学校の「組織化」を促進し，さら

にその教師の協働による「教育改善」を実現する仕組み

を仮説的に構築することと，その根拠となる基本理論を

整理することを目的とする。

この目的に接近するため，本研究では，経営学の組織

変革研究，組織開発研究における，「組織化」にかかる

先行研究を参照する。特に，「学習する組織」（ピータ

ー・センゲ，1995）(4)，組織変革にかかる「組織学習」

(古川，1990等) (5)等に関する研究は，本研究の「組織化」

とそれに基づく継続的な教育改善プログラムの構築にと

って有益な示唆を与えるものである。例えば，古川の

「 3 つのタイプの組織学習」（①単ループの組織学習，

②複ループの組織学習，③スパイラルなマルチループの

組織学習）の理論は，①基本的な組織学習の手順ととも
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に，②「既存の規範」の問い直しを促す組織学習，③「変

革のベクトル（方向性）」を付与することにより継続的

な変革を可能にする組織学習の在り方を明示している。

このような知見は，組織学習の設計に有益な示唆を与え

るものである。

一方で，考慮すべきは，学校組織という組織的な特殊

性と学校教育という課業の特殊性である。本研究を進め

るに当たって，まず経営学の分野で議論される一般組織

と学校という組織の特性の違いを明確にし，学校の組織

特性を踏まえた「組織化」の在り方を検討する。さらに

「学校教育」という課業の特殊性を踏まえ，「教育改善」

を生み出す「組織学習」の在り方を検討する。経営学に

おける知見から示唆を得ながら学校の組織特性に適合し

た「組織化」の在り方，また，「教育」という課業特性

に適合した組織学習の在り方について検討し，本研究の

目的に接近する。

２．学校の組織特性に適合した「組織化」の在り方

これまでの学校の組織特性に関する研究において，

組織構成員の緊密な結びつき（tight coupling）を特徴と

する官僚制組織との対比のなかで疎結合組織（loosely 

coupled system）としての特性が指摘されてきた。そ

れは，組織構成員（教師）相互の緩やかな結びつき

に学校の組織特性をとらえるルース・カップリング

（loose coupling）論として展開された（村田 1985(6),佐古 

1986 (7)）。このような組織構造を存立させた要因として，

佐古は，学校の課業特性を指摘している。それは，①組

織目標（教育目標）の曖昧さ・多義性，②教育活動の流

動性・非構造性等である。そのために，組織構成員（個々

の教師）の行動の公式化ないし標準化による統制が困難

であることを指摘している。

組織の不確定性への着目については，教師に求められ

る専門性と通底する。教師に求められる専門性として，

佐藤（2001）(8)は，Schön(1983) (9)の説をふまえ，反省（省

察）的思考という個別の事象に対する即興性や熟考性で

説明し，教師を反省（省察）的実践家として特徴づけ，

教職の独自的な専門職性を指摘している。これは，日常

の教育活動における子どもとのかかわりのなかで，課題

をとらえ，その課題に適合した指導を生成して，子ども

の変容を促すという教育改善を産出する専門性といえる。

このような個別裁量的な専門性を求められる組織構成

員（教師）の「組織化」について，佐古（1990）(10)は，

学校運営の目標共有における統制（トップダウン）的傾

向が，結果的に教員の職務遂行意欲を低レベルに留めて

しまうことを実証的に見出している。つまり，ルース・

カップリング論で特徴付けられる学校の組織化において

は，一般組織と異なるアプローチが必要であることが指

摘できる。

Purkey,S.C.et al(1983) (11)は，学校組織の機能的な文化を

形成する要因として，①協働的な計画立案と友好的な仲

間関係，②共同体意識，③明確な目標と高い期待の共有

等を挙げ，従来の管理者の統制的な経営管理機能に依存

しない組織統合のメカニズムの有効性を主張している(

佐古 1986) (12)。これは，学校組織の意思形成ともいえる

教育目標の立案過程における教師の参画やその結果とし

ての目標の共有によって，統合メカニズムを駆動させる

ことの有効性を示唆するものである。

このような議論を踏まえて，本研究においては，学校

の「組織化」の在り方として，目標と目標へ接近するた

めの具体的な行動計画を，組織構成員（教師）が協働的

に設定することにより，個々の教師の教育意思を伴った

主体的な統合による「組織化」を目指すものとする。ま

た，本研究における「組織化」を「個々の組織構成員が，

共通の目標を意識化し，その目標に接近するための取組

を組織的に実践すること」と位置づける。

３．教育改善を生み出す「省察」概念の組織過程への援用

学校教育における「教育改善」とは，一体どのような

ことであろうか。

ヴィゴツキーは，子どもの発達と教育の役割につい

て，子どもの「発達の最近接領域」の概念を提起し，そ

こへの教育的アプローチの重要性を指摘している。「発

達の最近接領域」とは，子どもの現在の水準と，他者（教

師）の援助によって達成可能な潜在的発達可能水準との  

2 つのレベルのずれを構成する付加的範囲を指し，そこ

への教育（社会的相互作用）の重要性を指摘している。

つまり，学校教育の主たる課業とは，子どもの実態か

ら，成長可能な範囲を見極め，それに適合した意図的な

働きかけによって子どもの変容，発達を促す営み，とと

らえることができる（Vygotsky,1981;Cole,1996）(13)。

このことは，教師の実践的知識に関する研究の知見か

らもとらえられる。Shulman（1987）(14)は，教師の専門的

知識領域として「学問内容に関する知識」，「教育方法に

関する知識」とともに「子どもの具体的な思考や実態に

関する知識」の重要性を指摘し，実際の授業を想定した

文脈的な知識を教師固有の専門的知識領域としている。

つまり，子どもの実態をとらえ，それに適合した教育内

容と方法を選択する実践的知識といえる。

これら知見は，教師の専門性の中心概念である「省

察」概念と通底する。Schön（1983）(15)は，「省察の過程」

として，①問題の抽出，②要因の命名，③解釈，分析，

統合，④評価としている。これは，①日常の生活から問

題を抽出し，②実態を把握すること。そして，③そこに

内在する課題や根源的な原因を分析し，④その課題や原

因を把握する，という思考過程を示すものである。子ど

もの実態の把握とそれに基づく教育活動の産出に，教師
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の専門性を指摘できる（省察概念の整理については，

「Ⅱ」にて詳細を記述する）。

本研究においては，組織的な教育改善を生み出す仕組

みを生成するに当たって，以上のような学校教育の課業

特性を踏まえるとともに，この教師の「省察」概念を援

用し，組織的な省察の過程（「組織的省察」）をその中核

的な構成要素として設定することとする。

組織的省察を通して，子どもの事実（実態把握）から，

自校の取り組むべき教育課題を焦点化し，組織目標を生

成する。さらには，その組織目標に接近するための打開

策を生成し，組織的に取組ことにより子どもの変容，成

長（教育改善）を生み出していこうとするものである。

本研究は，このように，組織的省察を通した教師の主

体的統合による「組織化」と，それに基づく組織的協働

による「教育改善」を実現する基本モデルを仮説的に構

築し，その基本理論を整理することを目途とするもので

ある。

Ⅱ　教育改善を生み出す「省察」概念の整理と組織過程

への援用の理論的整理

１．「省察の過程」に関する概念の整理

「省察」に関しては，教師の専門性の中核的な概念と

して認知されながら，類似概念との関連，異同等が曖昧

なまま，佐藤（1990）(16)が指摘するように，極めて多様

な意味内容で取り扱われている。本研究においては，久

我（2009a,2010b,2010c）(17)(18)(19)の教師の省察的思考に関す

る質的研究と省察概念の整理に基づきながら，Shulman

（1987）(20)等が定義する「省察の過程」を参考にし，教

育改善を生み出す教師の思考過程として，次のように定

義することとする。

「省察の過程」とは，「①子どもの事実（実態）から

よさや問題を抽出し，②その背景・文脈から根源的な原

因や課題を構造的に分析し，③その原因や課題に適合し

た打開策を生成する過程」とする。具体的には，①目の

前の子どもの事実からそのよさや問題を抽出する『気づ

き』の段階から，②抽出したよさや問題の背景や文脈を

読み取り，根源的な原因や課題を焦点化する『分析』の

段階，そして，③根源的な原因や課題に適合した打開策

を生成する『打開策の生成』の段階という3つの段階で

整理される。また，この省察の過程は，①目に見える子

どもの行動や現象，問題といった「行動レベルの事象を

対象とした思考過程」から，②問題の背景や文脈，その

子の内面，問題の根源的原因，課題といった「子どもの

内面の解釈や課題の重みづけと構造的理解をすすめる内

面・価値レベルの思考過程」へと深化させ，③その根源

的な原因や課題に適合した解決策を生成する「行動レベ

ルの思考過程」へとその次元（「行動レベル」→「価値・

内面レベル」→「行動レベル」）を変えながら進む思考

過程ととらえることができる（図 1 ）。

本研究においては，教育改善を単に問題に対する技術

適用という行動レベルでの議論にとどめることなく，子

どもの実態（よさや問題）から，取り組むべき教育課題

を焦点化し（省察の深化），これまでの教育方略の規範

の問い直しを含めた打開策を生成することをねらいとす

る。

このような価値レベルへの省察へと誘う仕組みとして

久我（1996）(21)は，授業分析に関する省察的思考をガイ

ドする「省察シート」を開発している。これは，「省察

の過程」（『気づき』『分析』『打開策の生成』）に即して

教師の授業に関する自己省察の深化を支援する枠組みで

ある。具体的には，授業に関するよさと問題点（行動レ

ベル）を抽出し，その背景や文脈を分析し，問題の根源

的な原因や課題（価値レベル）を焦点化し，改善策（行

動レベル）を生成するという教師の省察的思考を支援す

る仕組みである。久我は，さらにこの自己省察をもとに

教師間の相互学習を設定し，互いの省察の過程を機能的

に交流することにより，実践的知識の交流と個々の教師

の省察の深化を可能にする仕組みを構築している。

２．組織的省察の機能

これら知見を踏まえながら，本研究における組織的省

察に付与する機能として，以下のことを構想する。

まず，①自校の子どもの実態を教師相互の見方の違い

を生かして掘り起こし，出し合うことによって，より

「複眼的な子どもの実態把握」を促す。また，②問題の

根源的な原因や中心的な課題を焦点化する「分析」の過

程において，互いの解釈・分析を出し合うことによって

より「多面的な分析」を促す。さらに，③根源的な原因

や中心的な課題に適合した打開策を生成する段階におい

て，個々の教師がもつ打開策を出し合うことにより，多

様な打開策のレパートリーから，より実態，課題に適合

した打開策を生成する可能性を高めることをそれぞれの

ねらいとする（図 1 ）。

このように省察概念を援用し組織的に展開することに

よって，自校の子どもの実態に適合した教育改善を実現

することをねらいとする。

また，組織的省察を通して，それぞれの教師の子ども

の実態認識，課題分析，打開策の生成のさせ方という，

実践的知識を，具体的，事例的に交流し合うことを可能

にする。このことによって，教師相互の実践的知識の学

び合いや個々の教師の実践的知識の再構成をすすめ，そ

れぞれの教師の力量形成を促進することを構想する。

    

３．実践過程における省察概念の整理と目標設定段階で

の組織的省察（reflection toward action）の位置づけ

久我（2008,2010b）(22)(23)は，教師の授業実践にかかる思
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考過程を分析した質的研究と省察概念の整理を通して，

Schön（1983,1987）(24)(25)が提示した「活動における省察

（reflection in action）」，「活動に関する省察（reflection on 

action）」に加えて，「活動に向けた省察（reflection toward 

action）」の存在とその重要性を指摘している。

久我は，具体的な授業実践における教師の思考過程を

質的に分析するなかで，①教師が，教材の本質（中心概

念）をおさえ，内容と方法を子どもの実態に即してどの

ように展開するかを想定していること，②実際の授業の

中で，教材の本質や想定した授業の構想に基づいて子ど

もの反応をモニタリングし，そのずれや適合性から次の

展開を即興的，熟考的に判断をしていることを抽出して

いる。つまり，「活動における省察」も「活動に向けた

省察」の質によって制御されていることを見出し，「活

動に向けた省察」の重要性を指摘している。

本研究においても，目標設定段階での組織的省察

（reflection toward action）を「組織化」と「教育改善」

を生み出す起点として位置づけ，組織的省察による複眼

的な子どもの実態の把握，多面的な課題の分析，根源的

な課題に適合した打開策の生成によって，より実態に適

合した教育改善を生み出す仕組みとする。

そして，組織過程における目標設定段階，実践段階，

評価・改善段階において，それぞれ組織的省察を位置づ

け，教師自らが設定した目標と行動計画に基づいた協働

を生み出し，継続的な教育改善を実現する仕組みとする。

Ⅲ　「組織化」を促し，「教育改善」を生み出す「組織的

省察」の基本構想

１．組織過程に組み込む組織的省察の３つの基本機能

組織過程の各段階での組織的省察の基本機能を表 1 の

ように設定した。

さらに，組織的省察を組織過程に仮説的に適合させた

図１　省察の過程の概念整理

①子どもの実態から取り組むべき教育課題を焦点化し，自校の教育課題に適合した目標（価値目標）・具体的取組（行

動目標）を生成する＜目標設定段階における組織的省察＞

②①に基づく協働による子どもの変容を日常的にモニタリングすると共に，よさを価値付け，生起する問題について

原因を探索し，その原因に適合した打開策を生成する＜実践段階における組織的省察＞

③目標の達成状況と具体的取組の適切さを，評価・分析することにより，継続的な教育改善を可能とする＜評価・改

善段階における組織的省察＞

表１　組織過程に組み込む組織的省察の３つの基本機能
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のが図 2 である。目標設定段階での組織的省察，実践段

階での組織的省察，評価・改善段階での組織的省察の実

施過程と，それぞれ付与した「組織化」と「教育改善」

の機能を整理した。

２．組織過程に即した組織的省察の仮説的実施過程

組織過程の 3 つの段階に即した組織的省察について，

表 1 の基本機能に即して，以下のように展開することを

構想する。

（1）目標設定段階

①子どもの実態把握

学校に内在する子どもに関する様々なデータ（学力，

出欠席，不登校，問題行動，子どもの生活実態アンケー

ト等）を収集し，整理する。整理されたデータを共有し

た上で，すべての教師による目標設定段階における組織

的省察（ワークショップ型研修等）を展開する。ここで

は，共有したデータに基づきながら，子どもの実態（よ

さや問題）についての各教師の持つ解釈や気づきを表出

化させ，伝達可能な形式知に変換する。それら形式知を

連結させ，自校の子どもの実態の特徴を概念化するとと

もに組織として共有する（組織的実態認知）。

②課題の焦点化

共有した子どもの実態から取り組むべき教育課題は何

か，と省察を深化させ，自校の教育課題の焦点化を図る。

組織的省察の深化の過程は，①よさや問題の想起・表

象の段階，②よさの背景や問題の原因を踏まえ，特に伸

ばすべきよさと気になる問題を絞り込む段階，③これら

を踏まえた学校として取り組むべき教育課題を焦点化す

る段階である（組織的教育意思形成）。

③目標と具体的取組の生成

焦点化した教育課題から目標（価値目標＝例えば「自

主・思いやり」の価値観を育てる）を設定し，さらに目

標達成のための具体的取組（行動目標＝例えば「聞き合

う授業づくり・心が通うあいさつ運動」に組織的に取り

組む）を設定する（組織的教育意思決定）。

（2 ）実践段階

①子どもの変容の共有

学年会等において，設定した目標と取組の枠組みに基

づいて，日常的なモニタリングを行い，子どもの変容や

生起する問題の情報を収集し，共有する場を設定する。

子どもの変容（成長）に関する情報については，子ど

もにフィードバックする（価値づける）ことにより，子

図２　組織過程の３つの段階における組織的省察の仮説的実施過程と付与した「組織化」と「教育改善」の促進機能
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どもの行動変容の強化を図る。

②生起する問題への組織的省察とそれに基づく協働

生起する問題に関して，学年会・生徒指導部会等によ

る組織的省察を実施し，問題の背景や原因を探索し，効

果的な打開策を組織的に生成し実践する。

（ 3 ）評価・改善段階

①子どもの変容の把握と目標の達成状況に関する評価

実践前後の子どもの実態を比較したデータを収集・整

理し，すべての教師で共有する。これらのデータを基に

目標の達成状況と具体的取組の適切さについて評価・分

析し，課題を抽出する。

②評価に基づく改善策の生成

抽出された課題をもとに次期・次年度に向けた改善策

を生成する。

３．組織的省察に基づく「組織化」機能の基本理論

本研究における「組織化」とは，「個々の組織構成員

が，設定した共通の目標を意識化し，その目標に接近す

るために組織的に実践すること」と位置づけた。仮説的

に設定した実施過程の「組織化」機能について，根拠と

なる基本理論と「組織化」にかかる仕組みのねらいにつ

いて整理する。

（1）目標設定段階における組織的省察による「組織化」

機能と構想

①自己決定性，有能性の担保による教師の内発的動機付け

古川（1990）(26)は，組織変革への組織構成員の内発的

意欲について，「個人の内側に自発的に生まれた力で，

目標そしてそれに至るための活動そのものの魅力にひき

つけられて発生してくるもの」とし，これを「内発的意

欲付け」としている。さらに，その内発的意欲付けの

源泉として，心理学の知見を引用して，「自分の行動の

主体は自分であるとか，自分の意思でものごとを選択

し，判断し，かつ行動しているという「自己知覚」がも

て，かつ保てるとき」とし，「内発的意欲の源泉のひと

つは，（将棋の）「指し手」意識である」としている。「指

し手」意識という概念は，DeCharm(1976) (27)の「personal 

causation」（自己原因性）に関する 2 つの心理状態に関

する，「オリジン（Origin），指し手」と「ポーン（Pawn），

コマ」に由来する。

これら知見から，目標に向けて行動するとき，所与の

目標ではなく，教師自身の手で目標を設定することによ

り，さらにその目標に接近するための具体的取組を協働

的に設定することにより，教師の教育活動への「自己決

定性」（指し手意識）を担保できると考えた。

また，Deci (1975）(28)は，内発的動機付けの条件として，

自己決定性とともに有能性（活動の見通し）を挙げてい

る。このことから，①子どもの実態の掘り起こし（実態

把握）から，②根源的な課題の抽出（分析），③それに

適合した取組の設定（打開策の生成）という，省察の過

程に沿った議論をたどることによって，子どもの実態に

適合した教育改善への見通し（「有能性」）をもった自律

的な取組が具現化できると考えられる。

このようにすべての教師による「実践に向けた組織的

省察」で目標と行動計画を自律的，協働的に設定するこ

とによって，内発的動機付けの中心概念である教師の自

己決定性，有能性が担保される仕組みとする。

（2）実践段階，評価・改善段階における組織的省察に

よる「組織化」機能

古川(1990) (29)は，組織構成員の内発的意欲の源泉と

して，「効力感」と「手応え」を挙げ，「『効力感（self-

efficacy）』を感じられたとき，すなわち『自分の影響力が

周囲に及んでいって，周囲に意味ある何らかの変化を起

こせたと実感できるとき』にも，人の内発的意欲が高ま

る」としている。加えて，自己の行動の影響が「周囲に

プラスの状態をもたらし，かつ自分の能力や技術が着実

に伸びていると感じられたとき」に内発的意欲が高まる

としている。

佐古（2005）(30)は，学校組織開発プログラムとして「内

発的改善サイクル（元気サイクル）」を仮説的に構築し，

実践研究を展開している。佐古は，「教員にとっての最

も大きな報酬（インセンティブ）は，子どもの変容を実

感すること～（中略）～教員の貢献意欲は，担当する（具

体的な存在としての）子どもの価値ある変容に寄与する

という認識によって触発されるであろう」と記述し，こ

れを実践的に検証している。

これらの議論を踏まえて，本モデルにおいては，組織

的協働による子どもの変容を日常的にモニタリングし，

また総括的に評価し，組織として共有する仕組みを設

定する。このことにより，「組織としての効力感（手応

え）」を享受することを可能にする仕組みとし，教師の

「組織化」への内発的動機がさらに増長されることをね

らいとする。

また，教育活動を展開するなかで生起する問題に対し

ても，組織的省察を通して，組織的な打開策を生成す

る。このことによって，生起する問題に対する改善の見

通し（有能性）を組織として共有し，自律的な協働の具

現化を目指す。

４．組織的省察による「教育改善」促進機能の基本理論

本研究における「教育改善」とは，自校の子どもの実

態から生成した目標方向へ向けた，子どもの変容（実践

前の子どもの実態A→（教育実践）→実践後の子どもの

実態A’）を指すものとする。

仮説的に設定した実施過程の「教育改善」機能につい

て，根拠となる基本理論と「教育改善」にかかる仕組み

のねらいについて整理する。
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（1）目標設定段階における組織的省察による「教育改

善」の促進機能

自校の子どもの実態（よさや問題）について，まず，

子どもの実態にかかる基本データを共有し，そのデータ

に基づきながらすべての教師による組織的省察（ワーク

ショップ型研修等）を実施する。

ここでは，「省察の過程」に即して，①子どもの実態

（よさと問題点）についての掘り起こしを行い，個々

の教師の気づきや解釈を出し合い（「複眼的気づき」），

②出し合われたよさや問題点から「さらに伸ばしたいよ

さ・特に気になる課題」を抽出し，さらに「取り組むべ

き教育課題」を焦点化する（多面的分析）。③この取り

組むべき教育課題から育てるべき価値目標を設定する

（例えば，教育課題「自主性の欠如」→価値目標「自主

性の育成」）。そして，さらにその価値目標へ接近するた

めの具体的取組を設定する（多様な打開策からの選択）。

このように，組織的省察を展開することによって，①

複眼的な子どもの実態把握，②多面的な分析，③多様な

打開策のレパートリーの中からの選択の可能性を高め，

より実態に適合し，より効果が期待される具体的な取組

を生成する。

この目標設定段階の組織的省察においては，「省察の

過程」に即して設計した学校の課題の焦点化を支援する

「学校の課題焦点化シート」（久我,2009）(31)を活用する

ことを想定している。組織的省察を支援するツールの活

用を通して，自校の子どもの実態から取り組むべき教育

課題を省察の過程に沿って機能的に焦点化することを支

援する。

これは，省察の過程に沿って組織的省察を展開するこ

とにより，行動レベルのみの改善（問題に対する技術適

応）だけでなく，価値レベルへの省察の深化を促すこと

によって，子どもの実態からこれまでの教師の教育行為

の在り方（教育方略の規範）を含めた課題を顕在化し，

改善を促すことを支援するものである。

（2）実践段階における組織的省察による「教育改善」

の促進機能

協働的取組による子どもの変容と生起する問題を日常

的にモニタリングし，その情報を収集，共有する仕組み

を設定する。そして，子どもの変容に関する情報につい

ては，子どもへ価値づけながらフィードバックすること

により，子どもの変容を強化し，教育改善を促進する。

また，生起する子どもの問題に対しては，技術適応型

の対応（対処療法的な対応）ではなく，省察の過程に即

して，問題の背景や子どもの内面等を多面的に分析し，

問題の根源的な原因の構造的な解釈を進める。このこと

によって問題の根源的な原因に適合した打開策が生成さ

れる可能性を高め，教育改善を促進する。

また，実践における組織的省察のなかで，個々の教師

図３　組織的省察に基づく『教師の主体的統合モデル』
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が互いの省察の過程を交流させることとなる。そのこと

によって，具体的な自校の子どもの事実を媒介として，

実践的知識を交流し合うとともに，個々の教師のこれま

での教育方略の規範をとらえ直す機会となることが期待

される（久我 1996）(32)。高い専門性を兼ね備えた熟練教

師の実践的知識を組織として共有することや教師相互の

実践的知識を再構成することを促進することによって，

教育改善を実現することをねらいとする。

（3）評価・改善段階における組織的省察による「教育

改善」の促進機能

本研究では，評価・改善段階における組織的省察にお

いて，実践前後の子どもの実態にかかるデータを比較検

討し，設定した目標の達成状況と取組の適切さを分析・

評価する。そこから実践後の子どもの実態をとらえ直

し，次期・次年度に向けた新たな課題を抽出し，焦点化

する。そのことによって，継続的な教育改善へつなげる。

Ⅳ　教師の主体的統合モデルの仮説的構築

１．教師の主体的統合の理論に基づく組織化モデルの仮 

説的構築

省察概念を核とし，組織的省察の基本理論に基づきな

がら，実際の学校組織において実践可能な方法論として

仮説的に構築したものが，「教師の主体的統合モデル」注 1）

（以下，「本モデル」とする）である（図 3 ）。

本モデルは，組織としての意思形成である教育目標の

立案過程において，すべての教師の参加を位置づけ，そ

の結果としての目標の共有を実現し，教師の主体的統合

のメカニズムを駆動させる仕組みとした。そして，3 つ

の段階の組織的省察を協働的実践でつなぎ，省察と協働

を有機的に駆動させる仕組みとして本モデルを構築した。

２．本モデルの展開手順

本モデルの展開手順を表 2 のように仮説的に設定した。

まず，①の段階では，自校のミッション，校長のビジ

ョン等，組織として「我々はどこに向かって行くのか」

という大きな方向性を共有することから始まる。

そして，②－ 1 ，②－ 2 の目標設定段階において，子

どもの実態に関する基本データに基づいて組織的省察を

展開する。すべての教師によるワークショップ型研修等

において，子どもの実態（よさや問題）を掘り起こし，

自校が取り組むべき教育課題を焦点化していく（省察の

深化）。このことを通して，①「我々は何を育てるべき

か（どこからスタートすべきか）」という重点目標注2)（価

値目標）と，さらに目標達成のために，②「我々は何に

取り組むべきか」という具体的取組（行動目標＝打開

策）を自ら設定する。このことにより，実践の価値目標

と行動目標を共有し，協働の基盤を生成する。③の実践

段階においては，これら設定した重点目標（価値目標）

と具体的取組（行動目標）に基づいた2つの次元での協

働を展開する。その一つは，設定した具体的取組に基づ

く，すべての教師が線を揃えて取り組む統一的な組織的

協働である（例えば「思いやりの心」を育てるための一

点突破の「あいさつ」の指導）。もう一つは，設定した

重点目標（価値目標）に基づいてすべての教育活動を関

連づけて展開する統合的な組織的協働である（例えば，

すべての教育活動の場面で「思いやりの心」を育てる）。

これら協働による実践と日常的なモニタリングを通し

て，子どもの変容を抽出し，教師間で共有する。その変

容を子どもに価値づけながらフィードバックすることに

より，子どもの変容の強化を促す。また，生起する子ど

もの問題に対して，教師が互いの「気づき」や「分析」

を交流する組織的省察を展開し，その原因に適合した打

開策を生成し，教育改善につなげる。

また，④総括的評価・改善段階においては，設定した

目標の達成状況と取組の適切さを総括的に評価し，次

期，次年度に向けた改善の方向性を見定めていく。

①自校の教育改善の方向性の確認

「自校のミッション」，「校長の経営ビジョン」等，

自校の教育活動の方向性の確認

②－ 1 自校の子どもの実態把握の段階（Research段階）

○基礎データの整理と共有（R １）

○各教師の解釈の相互交流（ワークショップ型研修

等）による課題の焦点化(R2)

②－ 2 重点目標とその達成のための具体的取組の設

定の段階（Plan段階）

○重点目標（価値目標）の設定（P1）

○具体的取組（行動目標）の設定（P2）

③設定した重点目標と具体的取組に基づく協働の段

階（Do段階）

○設定した具体的取組における線を揃えた協働（取

組の同一性）

○すべての教育活動を重点目標と関連づけた取組（取

組の関連性，同一方向性）

○協働的取組の実施段階における日常的なモニタリ

ングと組織的省察

・子どもの変容に関する情報の共有（教師の動機づけ

機能）と，子どもへのフィードバック（子どもの

変容の強化機能）

・生起する問題に関して組織的省察を通した打開策の

生成と協働(教育改善機能，人材育成機能)

④総括的評価・改善段階（Check→Action段階）

○重点目標の達成状況,取組の適切さに関する総括的

評価

○子どもの実態から次期，次年度の改善の方向性を

明示（評価・改善機能）

表２　「教師の主体的統合モデル」の展開手順
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Ⅴ　教師の主体的統合モデルの導入と効果の検証

平成20年度末～ 21年度に研究実践校（A小学校（全校

156名））において，本モデルを導入した。その結果，研

究実践校では，本モデルの学校組織への適用性とその効

果性が一定程度，確認された。

１．研究実践校での実践の経過

（1）目標設定段階における組織的省察の実践の経過

 A小学校の子ども学習状況，生活の実態に関するデー

タ（ Q - Uテスト（河村　1998）(33)等）が整理され，教

師間で共有された。これらデータに基づいて，①自校の

子どものよさと問題点，②取り組むべき教育課題につい

て組織的省察（ワークショップ型研修）が実施された。

 A小学校は，本モデル導入の前に，ある学級で「学級

がうまく機能しない状況」が発生した。この状況も踏ま

えた組織的省察を通して，「集団に馴染みにくい子」「家

庭的な事情や本人の特性から特別な配慮を必要とする子

ども」への指導の困難さが，問題の根源的な原因として

焦点化された。さらに，このような子どもたちに学級担

任一人が対応するこれまでの自己完結的，個業的な組織

の在り方（組織体制）の問題が可視化された。これら教

育活動や組織体制に関する問題を踏まえて，特別な配慮

を必要とする子を含めて，自校のすべての子どもに居心

地のよい学びの環境を保障するために協働的組織へと転

換することが課題として設定され，これまでの教育の在

り方（教育方略の規範）について組織的な見直しがなさ

れた。

その結果，『みんなが楽しく通えるA小学校』を重点

目標とし，「全校の子どもを全教職員で見守る（学校TT

（ティームティーチング））」を合い言葉に，組織体制そ

のものの再構成を行い，組織的に展開する具体的取組を

設定した。

設定された具体的取組は，①名前をつけたあいさつ，

②終礼（職員打ち合わせ）での一日の子どものよさや問

題の情報共有（個人カルテへ記録の集積），③視点児童

（特別な配慮を必要とする子）の設定と意図的なかかわ

り等であった。

目標設定段階における組織的省察では，本モデルの想

定した手順で展開され，事後の感想においてすべての参

加者から肯定的な意見が寄せられた。また，これまでの

指導体制の在り方の見直しがなされたことを含め，本モ

デルに付与した省察の深化機能等が駆動し，学校組織に

適用したことが確認された。

（2）設定した取組の実施過程における協働と組織的省

察の実践の経過

設定された取組である，①名前をつけたあいさつと，

②視点児童を中心に全校の子どもを対象とした日常的な

モニタリングが実施され，終礼（職員打ち合わせ）で，

一日の子どものよさや問題の情報が共有された（個人カ

ルテへ記録を集積）。子ども達のよさについては，子ど

もへフィードバックされ，変容の強化が促された。ま

た，生起した問題に関しては，その日のうちに組織的省

察を通して原因の探索と打開策の生成まで行われた。

目標設定段階における組織的省察で設定された重点目

標が教師間で意識化され，その具現に向けた継続的な取

組が実践されたことがとらえられた。

（3）総括的評価・改善段階での組織的省察の実践の経過

総括的評価・改善段階では，子どもの変容と教師の組

織化にかかるデータが共有され，目標の達成状況と取組

の適切さが評価された。

そのなかで，新たな課題（「子どもと子どもの関係性

を醸成する」）を焦点化し，次年度に向けた取組の方向

性を確認した。

本モデルに付与した機能が駆動し，学校組織に適用し

たことが確認された。一年間の本モデルでの取組に関す

る自己省察のなかで，教職員の協働意識を示す内容が全

員の記述で見られ，本モデルの組織化機能による協働意

識の醸成効果が確認された（詳細については後述）。

２．本モデルの効果の検証

（1）「組織化」機能にかかる効果の検証

本モデル導入による「組織化」について，重点目標の

「意識化と実践」に関する教師の自己評価と，学校組織

特性アンケートの協働性指標（佐古　2005）(34)の変容に

基づいて検証を行った。

重点目標の「意識化と実践」に関する教師の自己評価

（「今年度の重点目標「みんなが楽しく通えるA小学校」

を達成するための手立てや指導を工夫する」）では，1 

学期末は，85.7％， 2 学期末では100%の肯定的意見が寄

せられた。このことから，教師の重点目標達成のための

実践がなされ，重点目標に基づく組織化が一定程度，具

現化されたことが見出された。

また，学校組織特性アンケートの協働性指標の変容か

ら，教師の協働への意識と行動の変容が見出され，組織

化にかかる効果が確認された（表 3 ）。

協働性の内容
導入前
肯定意見

導入後
肯定意見

学級経営や授業の問題点につい
て同僚から率直な指摘や意見が
なされる

43.8% 81.3%

学校の重点目標や課題の設定過
程にほとんどすべての教師がか
かわっている

18.8% 93.8%

他の教師の授業を気軽に参観で
きる

31.3% 62.4%

表３　A小学校の協働性指標の変容
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さらに本モデルの参加を通して，教師の意識と行動に

変化が生じ，組織目標達成に向けた協働文化と互いのよ

さや特性を認め合う同僚性の文化が芽生え始めているこ

とが抽出された。一年間の実践を振り返った自己省察に

おいて，以下のような感想を記述している。

（2）「教育改善」機能にかかる効果の検証

研究実践校では，全教職員によって，「すべての子ど

もが楽しいと思える学校」にすることを目指した協働が

展開された。子どもの居心地のよさをとらえるために，

実践前後の子どもの変容について Q - U テスト等の結果

を用いて把握した。そのなかで，目標設定段階で課題と

して挙げられた「特別な配慮が必要な子ども」（視点児

童）を，教育改善の指標の一つとして，その成果を検証

した。

重点目標達成のために上記，組織的取組の結果，各学

年 3 ～ 5 名設定した「視点児童」において，変容がとら

えられた。平成20年度末「要支援群」に分類された児童 

5 名のうち 2 名が「学級生活満足群」に分類されるなど，

「学級生活満足群」にいなかった13名のうち10名に改善

が見られた（表 4 ）。

このように視点児童の意識に変容が見出され，教育改

善が一定程度促進されたことが確認された。

Q-Uによる分類 H21.2実施 H21.11実施

学級生活満足群 0 6

侵害行為承認群 2 3

非承認群 2 2

学級生活不満足群 4 1

要支援群 5 1

３．本モデルの機能と効果に関する考察

研究実践校における本モデルの導入と展開を通して，

本モデルの機能と効果に関して考察する。

（1）目標設定段階における組織的省察の機能と効果に

関する考察

目標設定段階における組織的省察において，出し合わ

れた問題の原因を探索するなかで，子どもの課題ととも

に，これまでの個々の担任による個別対応型の指導とい

う組織の在り方の課題が可視化され，全教職員による協

働的指導体制へと転換している。このことから，組織的

省察によって，組織体制を含めたこれまでの教育活動の

在り方（教育方略の規範）を含めた問い直しが促進され

たことが見出された。このことから目標設定段階の組織

的省察に付与した機能と効果が一定程度，確認された。

また，目標設定段階の組織的省察が，その後の実践段

階での目標の意識化と自律的，主体的な実践に影響を与

えていたことが，本モデルへの参加を振り返った個々の

教師の自己省察等からとらえられた。

「ワークショップで本校児童の実態把握をしたことに

より課題が明確になり，名前を付けたあいさつなど，具

体的取組が全教職員でできたことが大変良かった。（中

略）教職員一人ひとりの意識は確実に変わってきたと思

う」，「今年は，全教職員の共通理解が図られ，同じスタ

ンスで指導ができた。みんなが協働することで補完し合

い，（中略）協働で指導することで学校にいい変化が生

じたと感じる」

以上のような記述から，目標設定段階での組織的省察

によって課題が共有され，明確な取組の設定によって，

個々の教師の自律的，主体的な協働につながっているこ

とがとらえられ，組織化機能とその効果が見出された。

（2）協働的実践と組織的省察の機能と効果に関する考察

組織的省察によって見出された課題と具体的取組，さ

らにそれに基づく組織的協働によって，教育改善が促進

されたことが一定程度，確認された。

本モデルの導入によって，自校の子どもの課題の焦点

化を促し，その課題に適合した協働的な行動計画を策定

することによって，個々の教師による個別分散型の取組

ではなく，組織的な実践を生み出したといえる。そのこ

とによって，子どもの変容を効果的に生み出す可能性が

とらえられた。

これまでの個々の教師の個別分散型の教育実践では実

現できなかった組織的な子どもの変容を実現する可能性

を示唆するものととらえる。

（3）総括

これらのことから，本モデルを導入することで，学校

組織の意思形成といえる教育目標の立案過程に，組織的

省察を設定することにより，①目標の共有による統合メ

カニズムを駆動させること，②子どもの実態や課題に適

合した打開策が生成されることの有効性が示唆された。

具体的には，目標設定段階での組織的省察において，理

論的な省察の過程に基づいて省察を深化させることによ

り，以下の機能が一定程度駆動することが確認された。

①実態に関するデータに基づいて，想起・表象するこ

とにより，個々の教師の暗黙知としての解釈を含めて形

式知化することが促されること。②形式知化した相互の

表４　A小学校　視点児童の変容（Q-Uテスト結果）
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実態解釈をもとに，問題の背景・文脈に基づく原因の探

索が組織的に促進されること。③これらのことにより，

より子どもの実態に適合し，教師にとって納得性の高い

目標と打開策が生成される可能性が高まること。

さらに，子どもの課題に適合し，教師が自己決定した

目標と取組を組織的に実践することによって，教師の主

体的な協働が生み出され，教育改善がより機能的，効果

的に促進される可能性が高まることが示唆された。

一方，目標設定段階での組織的省察を通して，子ども

の問題の根源的な原因の探索するなかで，これまでの教

師の教育活動の在り方（教育方略の規範）までも見直す

ことを促す可能性が示されたものととらえる。

Ⅵ　本モデルの今後の課題

１．本モデルに期待される効果とその検証

研究実践校での実践を通して，「組織化」と「教育改

善」のほか，学校組織への波及的な効果が本モデルに参

加した教師から以下のような指摘がなされた。

（1）組織的省察に伴う個々の教師の省察の深化促進と

人材育成効果

自校の子どもの問題を媒介とする教師間の実践的知識

の交流によって，個々の教師の自己省察の深化が促進さ

れる効果が抽出された。そして，そのことよる人材育成

効果が，参加した教師から指摘された。具体的には，若

手教師が自身の学級の問題について，ベテラン教師の省

察の過程（問題への気づき，問題の背景や子どもの内面

の分析，打開策の生成のさせ方）を聞くことによって，

①気づきの視点，②分析の思考過程，③打開策の生成の

在り方について学習した。その積み重ねのなかで，若手

教師の指導行動の変容が促され，結果として学級の子ど

も達の学級生活満足度の高まりが見られた。組織的省察

場面が，熟練教師がもつ実践的知識を若手へ伝達する有

効なツールとなる可能性が抽出された。

（2）協働文化と同僚性の文化の醸成効果

本モデルに参加するなかで，個々の教師が目標を意識

化し，自校の子どもを媒介とする協働的実践を通して，

教師間に，同じ目標を達成しようとする協働文化，互い

の個性や特性を尊重し合う同僚性の文化が醸成される可

能性が抽出された（Ⅴ．2（1），3（1）教師の自己省察

データより）。

今後，これらの効果の検証を進め，その根拠となる基

本理論を整理することが課題としてとらえられた。

２．本モデルの実践研究にかかる今後の課題

（1）実践研究の蓄積による本モデルの精緻化の必要性

今後，校種，学校規模が異なる学校組織へ本モデルを

導入し，実践研究を蓄積し，以下の 2 点の検証が求めら

れる。

　①複数の研究実践校における実践研究について，本モ

デルの展開過程に応じて，横断的に検証を行い，本モデ

ルを効果的に駆動させるための基本理論に基づく実施手

順を再整理し，再構築すること。

　②実践研究を蓄積し，事例研究校ごとに，本モデルの

促進要因と阻害要因を抽出し，本モデルを効果的に駆動

させる条件を抽出し，本モデルの精緻化を進めること。

（2）本モデルの機能に応じた評価（検証）方法の確立

本モデルに付与した機能（組織化，教育改善）ととも

に，「省察の過程」の機能に応じた評価（検証）方法を

整備し，確立することが求められる。

これら課題に応じた実践研究の蓄積により，本モデル

をより効果的に駆動させる条件を再整理するとともに，

基本理論に基づく展開の方法を再構成し，本モデルの精

緻化を図ってくことを今後の課題とする。
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－注－

1）   教師自らが設定した組織目標に向かって，自律的，

主体的な組織化（協働）を生み出す仕組みとして，「教

師の主体的統合モデル」とした。

2）   学校組織において，単年度で設定される目標を「重

点目標」として用いられることが多い。ここでは，焦

点化した課題から設定した目標を「重点目標」とする。
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